
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2016 年 9 月発行 第 37 号 NPO市民活動団体情報誌 

通信 すまいる ますだ 
益田市市民活動支援センター 

 お問合わせ 

発行元：益田市市民活動支援センター 

〒６９８－８６５０ 益田市常盤町１番１号 益田市役所人口拡大課内 

TEL：０８５６－３１－０６００ FAX：０８５６－２３－７７０８ 

Eメール：ｎｐｏ@city.masuda.lg.jp 
 

＜助成金情報＞ 
助成分野 助成事業名 発信元 助成内容 募集締切 

環境 
平成 28 年度 災害時（東日本大震

災）ボランティア活動助成 
(公財)大和証券福祉財団 30万円 9月 15日 

福祉 平成 28年度 ボランティア助成 (公財)大和証券福祉財団 30万円 9月 15日 

環境 
平成２９年度 

花博記念協会助成事業 

(公財)国際花と緑の博覧会記念

協会 

①調査研究開発 

100万円以内 

②活動・行催事 

50万円以内 

※事業の実施に要する費

用の 2分の 1以内 

9月 16日 

福祉 
平成２８年度 

チャリティプレート助成金 

特定非営利活動法人 

日本チャリティプレート協会 
１件５０万円 9月 30日 

まちづくり 
【2017年度】大和ハウス工業  

エンドレス募金（一般支援枠） 
大和ハウス工業株式会社 100万円 9月 30日 

医療 

子ども 

【2017年度】大和ハウス工業  

エンドレス募金（支援テーマ枠） 
大和ハウス工業株式会社 150万円 9月 30日 

まちづくり トヨタ財団 国内助成プログラム (公財)トヨタ財団 100万円 9月 30日 

福祉 
老人ホーム等社会福祉施設に「おも

ちゃ図書館」の開設支援事業 
(一財)日本おもちゃ図書館財団 

おもちゃセット 

(20万円相当) 

10万円 

平成２９年 

３月３１日 

 

■環境の保全    ■福祉･保健･医療    ■まちづくり    ■子どもの健全育成 

■学術･文化･芸術･スポーツ 振興の分野に別れています。 

※各種助成金の詳細については、発信元のホームページをご覧ください。 

① 市長は、事業報告書等の提出期限の翌日から２月を経過した日において、事業報告書等を提出していない

法人（提出した事業報告書等の内容に不備があり、その補正に応じない法人を含む）があるときは、代表

権を持つ理事（以下「代表理事」）及び全ての監事に対し、過料に関する規定を明記した督促書を

送付します。 

② 市長は、督促書を送付した日の翌日から２月を経過した日において事業報告書等を提出していない法人が

あるときは、全ての理事及び監事に対し、過料事件の通知を行う旨を明記した督促書を送付しま

す。 

※②の督促書は、代表理事の住所又は居所（以下「住所」）に送付するものにあっては特定記録郵便によ

り、代表理事を除く全ての理事及び監事の住所に送付するものにあっては普通郵便により送付します。 

 

③＜過料事件の通知＞ 

・市長は、②の督促書を送付した日の翌日から１月を経過した日において事業報告書等を提出していない

法人があるときは、法人の主たる事務所の所在地を管轄する地方裁判所に対し、過料事件の通知を

行います。 

 

 

 

 

 

 

花王・みんなの森づくり活動助成 
次世代に向けて緑豊かな環境を引き継いでいくことを目的に、日本全国各地で、

地域の市民たちが自らの手で守り育てる活動を支援します。NPOや市民団体を

３年間（１年目・２年目：５０万円、３年目：２５万円）に渡って支援します。 

[助成期間] 

2017年 3月～2020年 3月までの 3年間。 

[募集締切] 

2016年 10月 14日（当日消印有効） 

[お申込み・お問い合わせ] 

(公財)都市緑化機構 花王・みんなの森づくり活動助成事務局 
TEL：03-5216-7191 FAX：03-5216-7195 

https://urbangreen.or.jp 

↑当財団ホームページから応募要項・申請書の書式がダウンロード可能です。 

「ますだすまいる通信」は を迎えました！ 

これからも多くの市民の皆さまに市民活動に関する 

情報を届けたいと思います！よろしくお願いいたします。 

第２５号 第２６号 第２８号 第２７号 

第３２号 第３１号 第３０号 第２９号 

第３３号 第３４号 第３５号 第３６号 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民活動支援センター新規登録団体紹介 お知らせ 

■募集部門 ■応募方法 

●自薦、他薦は問いません。 

（未成年者が代表の場合は成年者の連絡担当者を１名記

載して下さい） 

●以下の書類を島根県 NPO 活動推進室まで持参または郵送

して下さい 

(１)県民いきいき活動奨励賞推薦書 

(２)活動経緯のわかる資料など 

(３)団体役員名簿 

 

 

 
 

 

■表彰対象 
自主的･主体的な取組であり、次のいずれにも該当する県民いきいき活動 

(個人は対象外) 

(１)地域の課題にいちはやく着目し、積極的に取り組んでいる 

(２)地域社会への貢献度が高いと認められる結果や効果が現れている 

(３)概ね５年以上(ユース部門は概ね３年以上)行われ、将来にわたり 

継続する見込みがある 

(４)過去に「県民いきいき活動奨励賞」を受賞していない 

(５)暴力団等反社会的勢力と認められる団体でない 

■選考と表彰 
表彰団体は、県民いきいき活動奨励賞審査委員会の選考を経て決定されます。 

表彰は平成２９年２月頃の予定 

お問 い合 わせ 

応募書類送付先 

島根県 環境生活部 

環境生活総務課 NPO 活動推進室 

〒690-8501 島根県松江市殿町１番地 

TEL 0852-22-5096 FAX 0852-22-5636 

E-mail npo@pref.shimane.lg.jp 

 

平成 28 年度 

県民いきいき活動奨励賞 
ふるさとしまねの人々が、こころ豊かに暮らしていくために 

地域課題の解決に取り組む活動を表彰します。 

私たちが住むまちがもっと“いきいき”するために、自主的に取り組まれている社会貢献活動

を募集します。たとえば「山や海の環境を守る活動」「子育てを支援する活動」など、地域でキ

ラリと光る活動をご推薦ください。 

ご推薦いただいた中から、特に地域社会への貢献度の高い活動を「県民いきいき活動奨励賞」

として知事表彰し、PR誌等で広く紹介させていただきます。 

地域で支えあう「いきいき活動」を応援し、参加して、大きな輪に広げていきましょう。 

ＮＰＯ・ボランティア部門 
県内に主たる事務所がある、ボランティア団体、 

市民活動団体、NPO 法人など 

企業部門 
県内に本支店または営業所等がある企業 

ユース部門 
県内の高等学校、特別支援学校高等部、高等専門学校 

大学、専修・各種学校の生徒・学生 

またはこれに相当する年齢の青少年の団体 

応募の際は、必ず「募集要項」をお読み下さい。 

～募集要項や推薦書の様式などはホームページに掲載しています～ 

http://www.pref.shimane.lg.jp/admin/nonprofit/ 

募集締切 
平成 28 年 

10月 31日 

必着 

団体名 益田市柿本人麿公顕彰会 

代 表 中島 謙二（なかしま けんじ） 

所 在 地 益田市高津 3-7-16 

T E L 0856-22-8755 

設立年月日 1991年 4 月 1日 

年 会 費 1,000円 

設 立 目 的 柿本人麿は天武・持統・文武天皇の治世に活躍した「万葉集」の代表的歌人であり、当地

方には多くの伝承が残されている。「人麿公の偉業を顕彰し人麿公にまつわる諸事業に取

り組むことによって、ふるさと益田の発展に寄与することを目的」として設立された。 

活 動 内 容 (１)人麿クイズウォーキング大会（高津地区つろうて子育て協議会などと共催） 

(２)ひとまろさんかるた大会 

(３)万葉植物園の再現化（万葉公園センターと共催） 

(４)江津万葉ゆかりの地の探訪と活動団体との交流 

石見の万葉ゆかりの地との相互交流 

 

益田市民の皆さんに、自分たちの足元には

多くの宝があることに気づいてもらい、故

郷に対する自信と誇りがもてるよう活動

しています！ 

会員は現在 140 名、益田をあげて活動に

取り組みます！ 

団体名 NPO 法人多文化共生と人権文化 LAS 

代 表 永田 賢治（ながた けんじ） 

所 在 地 益田市遠田町 1449-1 

T E L 0856-27-2282 

設立年月日 2004年 8 月 20日 

入 会 金 1,000円 

年 会 費 2,000円 

設 立 目 的 石見地域及び近隣住民に対して、人権教育の理念と多文化共生の思想を根底にすえた自

己啓発・他者への訴え・課題解決に関する事業を行うことにより、異なった国・地域・文

化に生きる者や被差別者の社会参加と共生の実現、並びに人権を基本とした社会システ

ムの実現に寄与。 

活 動 内 容 (１)特定非営利活動（多文化共生と人権文化の推進を図る）講演会、上映会の企画・実施 

(２)研修・学習の実施及び人材の育成 (３)印刷物の企画、発行、販売 

(４)交流会の実施 (５)会報誌の発行 (６)被差別者及び社会的弱者の支援 

(７)国、県、市などの公共団体の事業の受託、協力及び提言 など。 

 

LASとは、 

他人任せにすることなく自ら学び(Learn) 

人と人との繋がりの輪を広げ(Appeal) 

身近な課題を解決していく(Solution) 

ということをさしています。 


